国連主導ベーシックインカムへの模索
――BIEN（ベーシックインカム地球ネットワーク）の方針転換と人類史的危機において存在意義を問われる国連[footnoteRef:1] [1:  本章は、2024年11月に法政大学市ヶ谷キャンパスで開催された国際開発学会大会のポスター報告配布論文「国連ベーシックインカムへの道――持続的平和構築アーキテクチャーへの普遍的無条件現金給付導入の論理」を加筆修正したものである。足を止めて議論に参加された方々に感謝する。] 
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はじめに

　2023年は、国連事務局が初めてベーシックインカム導入を推奨した画期的な年となった。[footnoteRef:2]『新たな平和への課題（A New Agenda for Peace）』というその文書は、SDGs達成に向けて国連事務総長から加盟各国に向けた9回目の提言であると同時に、冷戦終結後の1992年に国連事務局が発表した『平和への課題』に続いて、国連の存在意義の根幹である平和構築の課題を再提起する重要な文書としても位置付けられている（United Nations 2023,pp.2-4）。[footnoteRef:3]その推奨項目（Recommendations）の中に、次のようなくだりがある。 [2:  もっともアントニオ・グテーレス国連事務総長は、2018年9月25日の国連総会演説で、AIなどの技術革新によって雇用が失われ、教育が重要になり、強力な安全網が必要になるとして、普遍的ベーシックインカム導入の検討を各国政府に呼びかける発言をしている。翌日付のBIEN Newsにその発言動画へのリンクがある。（2025年11月5日　https://www.youtube.com/watch?v=ucUHZeyNGTI　）　]  [3:  文書の概略と位置づけについては、国際連合広報センター（2023）に邦訳のある、「国際法違反がますます常態化」する国際秩序についての危機感あふれるグテーレス事務総長発言をも参照されたい。国連のサイトには関連公式文書、この提言に向けた各国政府や国際機関の意見書へのリンク、さらに意見表明を行った市民社会組織のリストがあるがそこにはBIENの名前はない。（2025年11月5日アクセスhttps://dppa.un.org/en/a-new-agenda-for-peace　）この文書の評価について特にアフリカの安全保障との関係で国連の一層の関与を表明したものとして注目する井上（2023）を参照。国連における事務総長・事務局の権限については、とりわけ冷戦後の平和構築の必要から、それが国連憲章の想定を超えて事実上強化されてきた過程を整理した黒神（2011）が役立つ。その際に1999年のコソボ危機をめぐって提起された「保護する責任（R2P）」が国連と国連事務局にのしかかり、国際秩序問題の焦点となってきたことについて、さしあたり西海 (にしかい)（2021）、西海他編（2023）などを参照。] 


紛争から脱却しつつあるコミュニティや紛争後の国々で、生計を守り社会的保護を提供する（protect livelihoods and provide social protection）ために、新しい、新興の方法（new and emerging ways）を検討せよ。たとえば、一時的な普遍的ベーシックインカムを通じる方法（such as through temporary universal basic incomes）である。それは、強靱性と社会的結束を促進し、暴力の連鎖を断ち切ることができる（which can promote resilience and social cohesion and break the cycle of violence）。（United Nations. 2023.p.20）

「検討せよ（Consider）」という慎重な言い方で、しかも予算措置に配慮して「一時的な（temporary）」という限定を入れ、対象を「紛争から脱却しつつあるコミュニティや紛争後の国々」に限定することでむしろ極めて現実的な選択肢として、確かにベーシックインカム導入が推奨されている。しかもそれが、新しく開発された手法であることが強調され、「①ベーシックインカム導入→②生計と社会的保護の提供→③強靱性と社会的結束の促進→④暴力の連鎖の切断」という因果関係が、すでに実証済みのベーシックインカム効果として紹介されている。
　この文書の発表からほぼ2ヶ月後にガザ地区武装勢力のイスラエルへの越境攻撃とイスラエル軍のガザ侵攻および住民虐殺が始まり、ほぼ2年間続いた。『新たな平和への提言』からも2年たった。国連事務局だけでなく関連する国際機関もその方向で動き、ウクライナやパレスチナで実施に向けた検討が進められてはいるが、2025年末現在で国連主導ベーシックインカムは実現していない。[footnoteRef:4] [4:  ウクライナについてはロシア軍侵攻のほぼ一ヶ月後の2020年3月に、UNDP（国連開発計画）が戦争被害による貧困対策として貧困層個人向けの無条件現金給付（おそらく2020年にUNDPから出版されたCOVID19対策提案であるMolina et al.(2020)を踏襲して「臨時ベーシックインカム（Temporary Basic Income: TBI）」と呼ばれている）の導入を検討し、「1人1日あたり5.50ドルの基本所得の最低額を支給する場合」、貧困層の「362万人に対して、月額6億500万ドル（購買力平価ベース）の費用」となるが、それは「購買力平価ベースでウクライナの2021年のGDPの約1%、市場為替レートで測定した場合は4%を超えないため、開発パートナーが現在ウクライナに約束している支援によって賄える」と試算した（UNDP 2020）。UNDP駐日代表事務所（2022）も参照。
パレスチナについては2024年4月に、西岸地区ラーマッラーのNGOが、Palestine Economic Policy Research Institute（MAS）(2024)を発表し、「緊急(emergency)ベーシックインカム(EBI)」として、ガザ地区と西岸地区を会わせた全住民（約500万人）に向けて、ひとり毎月150（子ども100）ドル（障碍者は20%加算）の全員向け無条件現金移転を、一年間実施した場合の費用を80 億ドルと見積もっている。国連が関与してイスラエルからの賠償金やガザ地区沖の油田収入を注入する国際的な資金調達の枠組みを作り、UNRWAの支援を得て西岸地区のジェニンおよびジェニン難民キャンプで、予算500万ドルで4ヶ月間の1万人規模の試験実施を行うことなどを提案している。] 

　それでも国連事務局がベーシックインカム導入を推奨し、関連諸機関が実現に向けて動き始めたことは、世界のベーシックインカム運動にとって大きな一歩である。なぜ国連はベーシックインカム導入に向けて動き始めたのであろうか。結論を先取りすれば、その要因は次の五つではないだろうか。
第一に、21世紀になって急成長してきたベーシックインカムに関する国際的な研究交流・啓蒙団体であるベーシックインカム地球ネットワーク（BIEN）が、国連および関連機関へのアドヴォカシー活動に乗り出したこと、第二に、これまでのさまざまなベーシックインカム導入試験実施プロジェクトの結果を分析してきた世界の専門家集団の間で、ベーシックインカム導入の諸効果が、エビデンスに基づくものとして一般的に承認されてきたこと、第三に、COVID19パンデミックを契機に、国際支援としてのベーシックインカムの費用対効果（コストパフォーマンス）の良好さが、あからさまに論じられるようになってきたこと、第四に、国連が依拠する、各国政府と市民社会（NGOs）からなる国際社会の政治力学の中では、国内でベーシックインカム導入の試みが直面してきた政党間での政治的合意調達という難問の突破口が開けるかに見えることが挙げられよう。第五に、しかしながら国連は、核戦争の危機、ジェノサイドの多発、軍事費の異様な膨張、気候危機を含む地球環境危機などが複合する人類史的危機の中で、排外的ナショナリズムを鼓吹する第二次トランプ政権から深刻な挑戦を受けて、財政的にほとんど消失寸前の危機にある。存在意義を厳しく問われる国連にとって、すべての人間が自由に使えるお金を持つべきとするベーシックインカムの普遍主義は、2015年の総会決議『2030アジェンダ』でSDGs達成に向けて「誰一人取り残さない」と宣言した国連の普遍主義の具体化として、受けとめられつつあるのではないだろうか。
以下、この順で考察しよう。


1　BIENの方針転換

　無条件(就労努力不問)・全員（資力不問）・個人向け・定期的・現金形態の所得保障として定義[footnoteRef:5]されるベーシックインカムの実現を求める社会運動の国際組織は存在しない。しかし、ベーシックインカムに関する調査研究を交流し、その成果を国際社会に発信することを目的として掲げる国際的な研究交流・啓蒙団体であるBIEN(Basic Income Earth Network: BIEN)は、事実上、国際的なベーシックインカム運動の連絡組織として機能してきた。 [5:  この5つの規定からなる定義は、本稿執筆時現在もBIENのサイト（https://basicincome.org/　）が掲げる定義である。Yamamori(2022=2023)は、1980年代まではこの定義に、ベーシックということばの多義性から暗黙のうちに加わっていた、生存可能水準であること、という規定が、それ以後は消去されていった過程を明らかにして、BIENでも続けられている定義論争の活性化を訴えている。1980年代はレーガン、サッチャー政権を先頭とする世界的な新自由主義政策への転換期であり、その底流には、生産過程での制御の自動化（AI利用のロボット化）を展望する人類史的に画期的な技術革新の成果を共有すべく、自由な市場社会を求める人類社会規模の民衆の動きと、それを悪用して独占的成長をはかる成長期の多国籍企業利益集団との間での協調と対抗があった。1980年代以降の新自由主義政策を支えた、自由市場を求める動きの内部でのこの対立を踏まえて、自由な市場社会を求める民衆の側から、グローバル市場を求める多国籍企業利益集団を包摂してそれを制御しようとする企てが、それ以降のベーシックインカム運動であったというのが、筆者の仮説である。Jäger ＆ Vargas(2023)はこれをいささか平板に、Welfare for Markets（市場福祉）あるいはWelfare without the Welfare State（福祉国家なき福祉）と呼んでいる。この観点からは、ベーシックインカム運動が生存可能水準の規定をはずして、財政負担の拡大を避けつつ市場拡大の魅力をアピールすることが、多国籍企業を包摂する上でのハードルを下げる戦略的意味を持つものと説明できる。ほぼ200年前のやはり人類史的な技術革新を展望する時期に、アダム・スミス的な自由主義政策の提起がはらむ民衆と資本家及び地主層との間での協調と対抗に対して、自由な市場社会を求める民衆の側からアプローチしたのがトマス・スペンスらの人類史上初のベーシックインカム運動であった。ただしそこで要求されたのは、インカム（所得）ではなく、自由市場でインカムを生み出す土地と生産手段に対する民衆の側の総有財産権の確立であった。18世紀末イングランドでのその要求は、当時の大英帝国支配層である地主貴族が私的所有権を設定した所有地の民衆による接収を意味し、それはアメリカ独立革命、フランス革命と同様に、激しく弾圧された。第1、2章参照。] 

BIENは、1986年にベルギーでベーシックインカム・ヨーロッパ・ネットワーク（Basic Income European Network: BIEN）として発足したが、18年後の2004年にはそのバルセロナ総会で、BIENの略称はそのままで、ヨーロッパを地球（Earth）に替えて改称し、地球規模の交流と啓蒙を目指した。[footnoteRef:6] [6:  それ以前のアメリカでの動きも含むヨーロッパ各国でのベーシックインカム運動の概観と併せて、設立時からの中心的メンバーであったヴァン・パレースの共著Van Parijs & Vanderborght 2027=2022: 155参照。組織活動の基本資料を収録するBIENのサイト（https://basicincome.org/　）参照。創設当時の思想状況に関わるヴァン・パレースへのインタビューであるVargas & Van Parijs (2021) も参照されたい。] 

20年後、2024年のバース総会では、国連連携担当（UN Liaison）を新設して、さらに国連および関係する国際機関に対するアドヴォカシー団体でもある市民社会組織へと転換しつつある。その背景には、第1表が示すように、2004年には12だった加盟組織が、2024年には40となるBIENの組織拡大があった（第1表）。

第1表　2025年11月現在のBIEN加盟組織の創設年
	創設年
	地域（国）
欧米　　　　　　　　　　　その他
	加盟組織数累計

	1984
	イギリス
	1

	1991
	オランダ
	2

	1995
	アイルランド
	3

	1999
	アメリカ
	4

	2000
	デンマーク
	5

	2001
	スペイン
	6

	2002
	オーストリア、　　　　　　オーストラリア、
スイス
	9

	2004
	ドイツ　　　　　　　　　　アルゼンチン、ブラジル、
	12

	2006
	南アフリカ
	13

	2007
	日本
	14

	2008
	カナダ、イタリア、　　　　メキシコ
	17

	2009
	韓国
	18

	2010
	スロベニア
	19

	2011
	フィンランド、ハンガリー
	21

	2012
	ベルギー、ノルウェー
	23

	2013
	フランス、ポルトガル
	25

	2014
	ヨーロッパ
	26

	2016
	カナダ（ケベック）、　　　 中華人民共和国、台湾、
アイスランド、　　　　　　トルコ（加盟2019年）、
スコットランド、　　　　　ニュージーランド
世界（事務局ロンドン）
	34

	2017
	ロシア                    インド、インドネシア、
マラウイ、
	38

	2023
	バングラデシュ、スリランカ
	40


［資料出所］BIEN, “Affiliated Organisations” (https://basicincome.org/affiliated-organisations/ 2025年11月14日)および各組織サイトによって筆者作成。　

　2020年代になってからのBIENの国連機関、専門機関、関連機関に標的を絞った動きはめざましい。それまでの事務局長であり、初代国連連携担当に選出されたディアナ・バシュールは、それまでのこの方面でのBIENの取り組みを次のように要約している（Bashur 2024a)。

2021年……BIEN大会のパネルで、UNDP（国連開発計画）、ILO（国際労働機関）、UNIDO（国連工業開発機関）、UNESCO（国連教育科学文化機関）、ECLAC（国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会）、ESCWA（国連西アジア経済社会委員会）、世界銀行、IMF（国際通貨基金）が、各機関の任務に対するベーシックインカムの可能性について発言。BIEN と UNDP の間で覚書を締結。
2023年……国連事務局（United Nations Secretariat）と協議。その結果、新しい『平和への課題』で、各国の対外援助政策と平和構築の見直しを提案し、紛争予防のための新たな政策手段としてベーシックインカムを推奨。2023 年 8 月に BIENからの公開書簡を提出。
2024年……2025年の平和構築レビューでベーシックインカムを補完的な平和構築および開発の手段と提示すべく、平和構築支援事務局（Peacebuilding Support Office）と協議。

さらに、2025年7月には第4回開発資金国際会議（FFD4：UN Conference on the Financing for Development）、同年11月には第2回世界社会開発サミット（WSSD2：Second World Summit for Social Development）にBIENが参加し、ベーシックインカムの政策的有効性についてアピールした。いずれも達成期限まであと5年に迫りながらもウクライナやパレスチナでの戦争やCOVID19そして気候危機などによって、ほとんど絶望的になったSDGs達成のための起死回生の作戦会議であり、資金調達（FFD4）や貧困や差別解消に向けた開発手法（WSSD2）が議題であった。
SDGs達成に向けて全努力を傾注する国連にとって、その効果が検証されたベーシックインカム導入が貴重な手段となっていることは間違いない。BIENの方針転換は、ベーシックインカム導入の政策的効果を検証する専門家集団の努力と並行しており、むしろその結果と言えるかもしれない。次にこの点を見よう。

2　　専門家集団によるベーシックインカム効果の一般的承認

ここで専門家集団とは、さしあたり国連や国際機関の政策形成や執行を、専門家として担当する人々、そしてそれらの人々に影響力を持つ専門家である。国連や国際機関の権力構造とその変動にしたがって、この専門家集団が流動的であることはいうまでもない。しかし、社会科学、政策科学系の諸学会での討議と、現場で直面する実践的諸問題を踏まえた実践的討議がこの専門家集団をそれなりに自律的なものとしている。1990年代には現地NGOや現場の専門家から当事者による批判を浴びていたIMFと世界銀行による新自由主義的想定に基づく構造調整政策は、21世紀に入ってますます多くの研究者の実証的根拠（エビデンス）に基づく論文によって厳しく批判されるようになった。医薬品開発などに用いられていたランダム化比較試験（RCT）を貧困対策の検証に応用する方法を整序したアビジット・V・バナジー、エスター・デュフロ、マイケル・クレーマーが2019年のノーベル経済学賞を共同受賞したのは、専門家集団が依拠する開発経済学のパラダイム転換を画するものと言っていいだろう。
2021年は国連総会にベーシックインカム導入を推奨する人権問題専門家の報告書（Schutter 2021）が提出された点で画期的な年であった。それは、親の財産によって教育から雇用に至る子どもの運命に格差が生じることを是正すべき不当な差別とし、教育その他の社会サービス供給とともに、青年期のみ（中等教育終了時から25歳まで）のベーシックインカム導入を勧告するものであった。[footnoteRef:7]興味深いのは、そこでベーシックインカムの政策効果の実証的根拠とされた諸研究である（Schutter 2021：8）。 [7:  2021年7月19日国連総会第76回会期暫定議題「人権の促進及び保護：人権問題」に提出された『人権及び基本的自由の実効的な享受を改善するための代替的アプローチを含む極度の貧困と人権に関する特別報告者報告書』であり、その要約は以下の通り。「貧困の持続：真の平等はいかにして悪循環を断ち切ることができるか――本報告書において、極度の貧困と人権に関する特別報告者であるオリヴィエ・ドゥ・シュテール氏は、恵まれない家庭に生まれた子どもたちは平等な機会を奪われていると指摘する。つまり、両親が貧しいというだけで、成人後にまともな生活水準を達成する機会が著しく損なわれる。特別報告者は、保健、住宅、教育、雇用といった分野において、貧困が永続化される経路を検証した。不平等の拡大自体が重要な要因となっている。社会の不平等が増すほど、社会的な流動性は低下し、特に富の不平等はその点で腐敗を引き起こす。貧困の悪循環を終わらせることは、手の届くところにある。幼児教育・保育への投資、インクルーシブ教育、若者への普遍的ベーシックインカムの支給と相続税の増税、そして社会経済的弱者であることを理由とする差別の禁止は、貧困を永続させる悪循環を断ち切る鍵となる。貧困層の人々は、富による根深い格差が残る社会において、制度的な差別に直面している。そのため、受け継がれてきた分断を克服するための制度的な解決策が求められている。」Shutter 2021: 1. ] 

すなわちそこでは、世界銀行とウガンダ政府の協力のもとにウガンダで行われたランダム化比較試験による4年がかりのベーシックインカム給付実験に基づくBlattman et al. (2014)、2011～2013年にケニアでアメリカのNGOであるGiveDirectlyによって行われた無条件現金給付実験によって、まとまった額を一度に給付するよりも定期的に少額を給付するほうが健康と教育の改善に役立つことを立証したHaushofer and Shapiro (2016)、GiveDirectlyがバナジーらのグループを中心としてケニアで2017年から12年間にわたって実施している世界最大のベーシックインカム給付実験の概要であるLinke（2018）、そして、2018年までの全世界の現金給付の影響に関する系統的レビューによって、無条件現金移転が労働意欲に悪影響を及ぼさず、むしろ健康、教育面での好影響を及ぼすと結論づけたMarinescu（2018）が注記されている。[footnoteRef:8]つまり、医薬品の開発と同じ臨床試験によって政策効果を研究したうえで、社会の病への特効薬として、ベーシックインカムが推奨されているのである。 [8:  Marinescu（2018）が対象としたのは、次の①～⑤の事例分析と、⑥、⑦の文献サーベイである。①アラスカ恒久基金配当（消費行動に関するHsieh (2003)、Kueng (2015) 労働市場に関するJones and Marinescu (2018)）。②アメリカ先住民族のチェロキー・インディアン・東部バンドのカジノ収益配当（1993年から行われているデューク大学チームの若者調査Akee et al. (2010)、メンタル・ヘルスに関するCostello et al.(2010)、雇用や健康への影響に関するWolfe et al. (2012)）。③20年分割など長期間の支払いを受けた宝くじ当選金受領者（その行動変容に関してアメリカの事例分析であるImbens, Rubin, and Sacerdote (2001)、スウェーデンの事例分析であるCesarini et al. (2015;2016)。④1968年から1982年に行われたカナダおよびアメリカ各地での負の所得税実験 (行動変容の諸研究であるPrice and Song (2016),Forget (2011),Hum and Simpson (1993) ,Ashenfelter and Plant(1990), Burtless (1986), Robins (1985), Salkind and Haskins (1982), Maynard and Murnane (1979)など)。⑤ケニアのGiveDirectlyの給付実験（食物・医療・教育への好影響を立証したHaushofer and Shapiro(2013)）。⑥途上国でのプロジェクトの文献サーベイ。（無条件現金移転がタバコ・アルコール消費増加につながらないとしたPopova and Evans（2014)、労働市場への悪影響を及ぼさないとしたBanerjee et al. (2015)）。⑦2000年から2015年までの165カ国における条件付きと無条件を含む現金移転プロジェクトに関するエビデンス・サーベイ。（現金移転が児童労働削減に好影響を与えるとともに労働市場に悪影響を及ぼさないこと、教育、健康、栄養、女性の決定権に好影響を与えると結論づけたBastagli et al. (2016)）。] 

　とはいえ、実際に政策形成に携わる専門家集団の間では、『普遍的（universal）ベーシックインカムの探究: 概念、証拠、実践を理解するためのガイド』と題して2020年に刊行された世界銀行のガイドブック（Gentilini. Et.al (eds.)2020）のインパクトが大きかったと思われる。それはベーシックインカムに関する網羅的な解題付き文献目録を添えて実証的データを含む重要文献を明確にし、政策効果のみならず、政策導入に関する合意調達問題や、現金移転の前提となる政策当局による個人情報の把握、個人向け金融機関口座の普及問題など、政策ツールとしてベーシックインカムを用いるに当たって必要な情報を整理して示している。
　そのガイドブックにも執筆している政治学研究者（Jurgen de Wispelaere）が中心となって、BIENは、これまでのベーシックインカム試験実施プロジェクトに関するデータベースを作成中であり、この点でも、ベーシックインカム導入に向けた技術的支援を進めている。[footnoteRef:9] [9:  BIENサイトからアクセスできるUBIdataのサイトを参照されたい。（2025年11月5日　https://ubidata.io/?sortBy=name&sortDir=asc　）　] 

　BIENは、研究交流をも使命としており、事実上、国際学会としての機能も果たしており、専門家集団の間でのベーシックインカム効果の承認に大きな役割を果たしている。BIENにも参加する研究者たちによって、2006年6月号を創刊号とするBasic Income Studiesという学術雑誌が、年2回刊行され、すでに20年になろうとしている。それはベーシックインカム研究に特化した最初の、そして唯一の学術雑誌となっており、経済学、哲学、政治学、社会学、公共政策の分野の論文や書評などを掲載している。[footnoteRef:10] [10:  創刊に至る事情について、同誌のサイトは次のように説明している。「過去数十年にわたり、経済学、哲学、政治学、社会学、公共政策の分野で、ベーシックインカムと関連政策に関する学術的議論が活発化しており、毎年数十本の学術誌論文が発表され、過去10年間で30冊以上の書籍がベーシックインカムをテーマとしている。さらに、社会団体、NGO、その他のアドヴォカシー団体を通じて、ベーシックインカムに関する政治的議論も活発化している。国際的には、近年、ブラジルや南アフリカなどの発展途上国において、草の根運動だけでなく政府関係者もベーシックインカムを支持している。この問題に取り組む人々のコミュニティが世界中に広がり、草の根活動家、著名な学者（ノーベル経済学賞受賞者を含む）、政策立案者などが参加するようになったため、このテーマに関する質の高い研究が大幅に増加している。このテーマに関する膨大な研究成果を踏まえ、ベーシックインカムと関連政策に特化したジャーナルを通じて研究活動を調整する必要性が急務となった。」（　https://www.degruyterbrill.com/journal/key/bis/html　）なお、エーリッヒ・フロム、ミルトン・フリードマン、ジョン・ロールズ、ジェイムズ・トービン、ジェイムズ・ミードなどを含む、ベーシックインカムに関する20世紀後半以降の学術的重要論文のアンソロジーであるWiderquist, et al. (eds.) (2013)　は、74本の論文を九つのテーマ（自由、正義、互恵性と搾取、フェミニズム、経済学、ポスト生産主義、実装、制度、政治）のもとに収録し、ベーシックインカム研究の深みと拡がりを知る上で役立つ。] 

さらに2012年からは、BIENに参加する政治哲学研究者（Karl Widerquist）がシリーズの編者となって、2025年までの13年間ですでに30冊の英文書籍を刊行している。[footnoteRef:11] [11:  Springer Nature（Palgrave Macmillan）からのExploring the Basic Income Guaranteeというシリーズである。（　https://link.springer.com/series/14981　　）　] 

　『貧者にはただお金を与えよ(Just Give Money to the Poor)』（Hanlon et al. 2010）、『釣り方ではなく魚を与えよ（Give a Man a Fish）』(Ferguson 2015)といった挑発的な表題を掲げて、途上国開発の現場を知悉する開発研究者たちが、無条件現金給付をタブーとする20世紀の「家父長的生産主義（patriarchal productionism）」に挑む議論を巻き起こしたのも、2010年代であった。同じ時期に精力的に行われた特効薬としてのベーシックインカム開発のための臨床試験を含む諸研究は、そのような20世紀的開発のイデオロギーをその帰結に照らして批判する議論と相まって、専門家集団の間でのベーシックインカム効果の一般的承認を通じて、国連や国際機関を動かしたのであった。[footnoteRef:12] [12:  2024年8月までの平和構築を含むベーシックインカムの効果承認の拡がりを示す文献について、国連社会開発研究所(UNRISD)がホストとなって社会保障政策に関するグローバルな知識共有をめざすプラットフォームなっているsocialprotection.orgに掲載されたBashur (2024b)参照。] 



3　国際支援としてのベーシックインカムの費用対効果の良好さ

　とはいえ、どんな良薬でもあまりに高価であれば、使えない。いわゆる先進国でのベーシックインカム導入をめぐる論議では、「GDP比25%のベーシックインカム」のためには「アメリカ合衆国ではGDP比55%の税率、フランスでは65%が必要」（Van Parijs & Vanderborght, 2017＝2022, p.137[邦訳211頁]）で、それをどう調達するかが問題とされている。政府税収の対GDP比をその議論の時期の2016年の数値でみれば、アメリカ26％、フランス45％、（日本31％）であり、北欧諸国では、アイスランド52％、デンマーク46%、フィンランド44%、スウェーデン44%となっている。[footnoteRef:13]世界最高水準の北欧福祉国家を上回るほど税率を引き上げるに際して、その税の多くを負担することになる課税所得上位層の支持をどれだけ集められるか。ベーシックインカム導入をめぐる政治問題は、この点を軸に展開し、それは世界銀行のガイドブックでも大きなテーマとなっていた。 [13:  OECDデータに基づく小川製作所 | 製造業x経済統計(2021)による。] 

　ところが2020年7月、世界銀行のBIガイドブック刊行から一か月後に、UNDPが『臨時ベーシックインカム――貧困層、脆弱層の人々を守る』と題して刊行したワーキングペーパー（Molina & Ortiz-Juarez 2020）は、そのようなベーシックインカム政治の位相を転換してしまった。「発展途上国全体でCOVID19の新規感染者数が急増し、失業や所得の逆転がもたらす壊滅的なコストが顕在化」したとして、「社会扶助や保険による保護を受けられない貧困層や貧困に近い世帯にCOVID19が及ぼす最悪の影響を緩和できる無条件の緊急現金給付」に必要な金額の推定値を示したのである。
それによれば、途上国132か国に住むすべての脆弱な人々（10億7000万人の貧困層と17億1000万人の脆弱層、合計27億8000万人）のみを対象とする、貧困ライン（一人一日あたり所得が、欧州・中央アジア諸国、ラテンアメリカ・カリブ海諸国では、13ドル未満、東アジア・太平洋諸国、中東・北アフリカ諸国では、5.50ドル未満、南アジアおよびサハラ以南のアフリカ諸国では、3.20ドル未満）を上回る最低保証所得となる「臨時ベーシックインカム（Temporary Basic Income: TBI）」の推定値は、給付額の決め方の違い（各国の既存の平均所得に脆弱性閾値まで上乗せするもの、各国間の生活水準の中央値の違いを考慮した一括移転、あるいは、対象者が居住する国に関わらず均一な5.50ドル一括移転のいずれか）に応じて、一か月あたりで途上国GDP合計の0.27～0.63％（年間ならば3.24～7.56％）に相当する。したがって、危機の状況に応じて一定期間、たとえば数か月だけ実施するようなTBIは、十分に「実現可能」だと結論づけた。途上国GDP合計ではなく、全世界のGDP合計に占める割合を見れば、一か月あたり0.14～0.33％（年間ならば1.68～3.96％）となる。年間でみても、先進国のベーシックインカム導入論議で問題になっている水準よりも一桁低い水準の額で、全世界でもっとも不遇な状況に置かれた人々を誰も取り残すことなく、特効薬を処方できることが明らかになったのである。
　さらにその財源についてももう少し踏み込んだ提案がされた。すなわち世界全体の開発途上国の2020年の債務返済額は、3.1兆ドルと予想されているが、その返済を凍結してTBIに回すことにすれば、やはり給付額の決め方に応じて、16ヶ月～6ヶ月分のTBIの資金が調達でき、貧困の克服が実現するというのである。この提案によって、途上国の年々の債務返済が、そのまま27億8000万の人々を、SDGsが克服の対象とした貧困状態にとどめておくことに貢献していることが、くっきりと浮かび上がった。いわゆる途上国が借金漬けになり、その住民たちの多くが食うや食わずのままで、借金返済に追われる政府のもとで暮らすはめになったのには、多くの原因がある。しかし、SDGs達成の妨げになる資金問題に取り組む国連が指摘するように、国際金融の構造そのものが、途上国政府が借り入れをするには先進国政府に比べてはるかに悪い条件で、いわば高利貸し的な条件で借り入れをせざるをえないという不公平な構造があることは間違いない。（岡野内2024参照）TBIを導入し、債務返済凍結でその財源を捻出するという提案は、このような金融構造の不公平性を際立たせる意味も持つ。
　UNDPのペーパーで提起されたTBIは、それ自体はベーシックインカムではなくあくまでも貧困層向けのターゲティングを加えた無条件現金給付の提案であった。しかしそれは、COVID19パンデミックに際して劇的に、いわゆる先進国で処方する場合に必要な額の一桁下の金額があれば、途上国で貧困撲滅の特効薬を処方できることを見せつけ、国際支援としてのベーシックインカムの費用対効果の良好さをアピールしたのである。[footnoteRef:14] [14:  Molina et al. (2020) は随所で、「権利に基づく普遍的ベーシックインカム（UBI）（an entitlement-based Universal Basic Income (UBI)）」の概念を政策選択肢として紹介している。また2020年5月6日の『国連ニュース (UN News) 』は、「国連高官が不平等の拡大を絶つために普遍的ベーシックインカム導入を呼びかける」という見出しで、当時の国連事務総長補佐兼UNDPアジア太平洋事務所長がCOVID19によって拡大する貧富の格差対策として、ベーシックインカム導入を呼びかけるインタビュー記事を掲載している。United Nations (2020)] 



4　政治的合意調達という難問の突破口？

効くことははっきりしていて、買えない金額ではないならば、最後に必要なのは、決断である。先進国にとっては、先進国での導入に比べて、途上国で導入する金額が安いのは明らかだが、いくら安いとはいえ、果たして先進国はどこまで出費する決断に踏み切れるか。
　この点で、国連のような、最大限の民主主義的運営を追求する議論を重ねてきた国際組織を通じてのベーシックインカム導入であれば、合理的な支出とみなされ、先進国での政治的合意調達の可能性は高いと考えていいだろう。国連の組織運営のための分担金は、各国の経済規模に応じて相対的に平等に設定され、先進国は絶対額としては途上国に比べて大きな負担をしてきた。先進国を含む加盟各国は、それを人類社会全体の共通の課題に取り組むために必要な出費として承認してきたのである。気候危機やパンデミックも含めて、21世紀になってますます深刻化し、史上最大の難民を生み出している圧倒的な人道的危機の下では、そのような出費の必要性はますます高まり、合意も得られやすくなっているかに見える。それが、BIENが国連や関連する国際機関に照準を合わせた活動を展開してきた理由だと言えよう。
　とはいえ、国連での政治的合意が困難なことは言うまでもない。1990年代に入るまでの東西冷戦の終結後は南北冷戦が顕著となった。といってもそれは1970年代を頂点とする非同盟運動に集まった旧植民地地域の新興独立国（南）と旧植民地宗主国（北）との間の対立ではなく、植民地時代以来の巨大金融機関を通じる多国籍企業集団への投資によって共通の利害関係を持つようになったグローバルな投資家集団＝超富裕層とその利害のために動く諸国家・企業のエリート集団からなるグローバル・エリート（グローバル・ノース）と、それに徹底的に対抗して、コミュニティ間の多様性を尊重してエコロジカルな共生を追求しようとするグローバル市民社会（グローバル・サウス）との間の対立である。1990年代から21世紀への転換期にかけて頂点に達したクローバリゼーション派の新自由主義政治運動（グローバル・ノース）とオルタ・グローバリゼーション派のグローバル市民社会運動（グローバル・サウス）との対立と言ってもいい。[footnoteRef:15] [15:  このような視点からの国際政治経済および人類史の現段階に関する現状分析の展開は、筆者にとっても今後の課題である。その際に不可欠なのは、ピーター・フィリップスやウィリアム・ロビンソンなど、グローバル資本主義学派などのアメリカの社会学研究者による多国籍企業集団と政策団体の役員兼任によって結びつく人的ネットワークでつながる経済、政治、軍、メディアの各分野のエリートに関するグローバル・パワーエリート研究および超富裕層研究を批判的に継承することである。さしあたり、岡野内2021；2024を参照。] 

国境を貫いて地球上の全住民を、超富裕層投資家エリート階級と市民階級という対立する二つの経済的階級に分断するこの対立軸が中心となって、各国政府の立場が揺れ動いていると見ることで、21世紀の国連が直面する国際政治経済の大変動を一貫して説明することができる。いわゆるBRICS（ブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカ）5カ国が大国となってグローバル・サウスとなり、欧米日の北側先進国からなるグローバル・ノースと対立しているとする見方は、一面の真理ではあるが、BRICSや先進国内部の亀裂や変動、したがって南北対立の複雑な諸相を説明するにはあまりに単純すぎる。
BRICS諸国はすでに多くの多国籍企業の母国となっていながらも、同時に国境を越える相互投資によって欧米日の多国籍企業集団と結びつきながら、グローバルな多国籍企業集団のネットワークの中に組み込まれている。したがってBRICS諸国の土着のエリート階級が、グローバル・エリート階級の中に組み込まれていることは間違いない。複雑なのは、およそ歴史上の支配階級の例にもれず、このグローバル・エリート階級集団の内部では、集団内のエリートとして生き残れるかどうかの生殺与奪の競争があって、相互にいわゆる合従連衡のゲームを繰り広げていることだ。その合従連衡ゲームの中では、対抗する市民階級の支持を集められる政治家を引き入れてそのパワーを利用することもゲームの一手となる。いずれにせよゲームの結果は投資家たちの間では、投資した金融資産の増減としてはっきりと現れる。全世界の超富裕層投資家たちが、21世紀に入って2008年の世界金融恐慌の時にだけ若干の足踏みがあったが、ほとんど一貫して右肩上がりで金融資産を増やしていることは、21世紀のあらゆる国家間の争いは、全世界の超富裕層投資家エリート階級全体の投資収益を増大させる機能を果たしてきたと見るほかない。
したがって、植民地時代以来の巨大金融機関を通じる多国籍企業集団への投資によって共通の利害関係を持つようになったグローバルな投資家集団＝超富裕層とその利害のために動く諸国家・企業のエリート集団の中にあって、BRICS諸国の土着のエリート階級が、欧米日のエリート階級と対立することがあっても、それは、あくまでもグローバル・エリート集団内での競争の一コマに過ぎないと見るべきであろう。欧米日とBRICSとの間での、あるいはBRICS諸国や欧米日内部での国家間対立や、各国内での政府の立場の変遷も、同様である。
それゆえ、グローバル・エリート階級総体の利益に反しない限りで、国連や国際機関が諸国家の政治的合意を調達して予算を確保し、ベーシックインカム導入に踏み切ることは、十分にあり得るとい言わねばならない。
スーダンにおける持続的平和構築に向けたベーシックインカム導入の試みとその挫折は、そのような国連と国際機関の現状の可能性と限界とをみごとに示すものと言えよう。[footnoteRef:16] [16:  この時期のスーダンの経済改革については、暫定政府側の問題を強調する欧米の先行研究に対して、現地政府のどれなりの努力を評価する視点から整理した田中（2024）、近隣諸国や大国の利害関係と介入を含む政治状況の分析は、アブディン・モハメド（2020）、飛内（2022）なお民主化運動のしたたかな側面について谷口（2023）、重債務貧困国としての側面について志波（2021）などを参照。] 

スーダンでは2019年4月に30年間続いたイスラーム主義的独裁政権（ダルフール紛争でのジェノサイドでICCから現職大統領に2009年と2010年に逮捕状、1993年からアメリカなどにテロ支援国家指定され、1997年から経済制裁を受けていた）が民主化運動によって崩壊し、同年8月に暫定政府が発足した。（アブディン・モハメド 2020）同年10月に大多数の地方武装勢力との「ジュバ和平合意」で内戦をひとまず終結させた暫定政府を国際社会は支援し、2020年6月にはベルリンでドイツ政府、EU、国連、そしてスーダン政府が共同主催し、国連事務総長やスーダン首相を始め17の国際機関および40カ国の代表が参加するハイレベル・スーダン・パートナーシップ会議が開催され、大規模な無条件現金移転プロジェクトである「社会的衝撃緩和のためのスーダン家族支援計画（Sudan Family Support Programme for Social Impact Mitigation (SFSP)）が発表された(German Federal Foreign Office 2020) 。世界銀行のサイト「スーダン家族支援プロジェクト」の項目は、次のように説明している。

スーダン政府は、経済安定化という喫緊のニーズに対応し、スーダンのより広範なマクロ経済の安定化と統合の一環として、マイクロファイナンス機関（MFIs）への滞納金の清算に向けた長期プロセスを開始している。これらの措置には、為替レートの自由化／統一、商品への補助金や免税措置から社会・開発ニーズへの公的資源の再配分が含まれる。このような財政調整は、既に悪化しているスーダン経済状況をさらに悪化させ、脆弱な人々の基本的なニーズを満たす能力に悪影響を及ぼしている。世帯が直面するこれらの課題は、スーダンの一部地域でCOVID-19パンデミックの影響を緩和するために最近実施された経済活動の停止によってさらに悪化している。そのため、スーダン政府は、人口の80%、つまり約3,250万人に年間19億米ドルの費用で現金給付を行うスーダン家族支援プログラム（SFSP）を実施するために、ドナーコミュニティからの支援を要請している。資金が得られれば2年間まで継続される。(　 https://projects.worldbank.org/en/projects-operations/project-detail/P173521　 )

同じ世界銀行グループの国際金融公社（IFC）の現地報告も現地マイクロファイナンス機関が陥っていた不良債権問題に触れると同時に、この家族支援プログラムが、すでに全国民の75～80％に当たる3300万人を登録している国家機関（National Civil Registry）がさらに500万人を加えて、国民の90％を登録し、リモート口座開設によって政府から対象者への送金だけでなく、より広範なデジタル化に貢献することを期待している（Biallas & Sossouvi 2021)。
世界銀行サイトは続いて次のように説明している。

スーダン政府は、特にプログラムが後期段階に入り、恒久的な社会セーフティネットへの長期的な支援へと移行する段階において、SFSPに独自の予算を拠出する。本プロジェクトの開発目標は、予想される経済改革やその他の短期的なショックの影響を受けるスーダンの世帯に現金給付支援を提供することだ。この目的のため、本プロジェクトは3つの要素から構成される。要素1「現金給付の提供」（対象世帯への現金給付）。要素2「給付システムの確立と組織能力の構築」、そして要素3「プロジェクト管理、モニタリング・評価、学習」である。本プロジェクトは、政府プログラムの第1フェーズを支援し、プログラム立ち上げ期間中に現金給付を提供する。本プロジェクトは、110万世帯、550万人に対し、1人あたり月額5ドルの現金給付を提供し、給付費用は総額3億5,000万米ドルとなる。本フェーズでは、得られた教訓と利用可能な資源に応じて、将来的に本格的なプログラムへと拡大するための準備を行う。本格化した計画では、年間費用19億5,000万ドルで、人口の約80%、すなわち3,250万人に1人当たり月5ドルの現金給付を行う。

2020年4月に発表され、7月から試験実施、10月に決定され、同年12月7日から開始され、総費用4億米ドル（IDAが2億米ドル、INRD＋IDA2億ドル）が出資され、2021年10月25日の受益者口座までの給付金到達平均日数は45日、カバーされた州は14州、15日以内の苦情解決率は86％、2022年6月30日までの受益者130万人、現金給付受取家族は720万家族、2024年6月30日終了とされている。なお2020年12月に発表され、2021年3月13日に決定された追加融資は4億2千万米ドル（IDA贈与とその他機関で半分ずつ負担）だが開始日時および詳細は空欄になっていて、2024年6月30日に終了している。（https://projects.worldbank.org/en/projects-operations/project-detail/P176154　）
2021年8月5日付のJICAスーダン事務所長は、次のように報告している。

6月に財務経済計画省は燃料補助金の完全撤廃を発表したが、その直後にガソリン、ディーゼルの価格は２倍以上に高騰、6月の対前年同月比のインフレは413％、食品・飲料を除く商品の価格は644％を記録した。政府は世銀等の支援により貧困世帯支援のファミリーサポートプログラムを実施中であるが、効果は現在のところ限定的であり、国民の経済悪化に対する不満は上昇している。（坂根 2021）[footnoteRef:17] [17:  Ibrahim (2021)は、340％にもなるインフレの中で、口座開設や登録などにあたって、様々な混乱や、横領などの犯罪、陰謀論的な非難とともに、断食月にあたって大人数家族では重宝するとする賛成論などが渦巻いていることを報告している。Eltahir (2021)は、ベーシックインカム導入の試みだと伝えているが、500億ドル以上になる国の債務返済の苦痛を和らげるためのものだと伝え、開始が為替レート変動により延期され、2021年2月から始まり、世界銀行に続く資金獲得の見通しがついてないことなどを伝えている。] 


　以上、ベーシックインカムというよりは人口の80％を占める脆弱層対象向けで、最大2年間という限定的な無条件現金移転プロジェクト（TBI）ではあったが、550万世帯3250万人を対象とする大規模なプロジェクトが、国連や世界銀行が支援し、経済および政治の改革と平和構築へ見通しを示したスーダン暫定政府の主導で開始されたことは画期的と言わねばならない。
　しかし、一人当たり毎月5ドルという金額は、TBIを提起したUNDPのペーパーが提起した最大限シナリオの一人一日5ドルに照らしても、あまりにも少ない。経済混乱の中での異常なインフレ（これはある程度予測できる）を差し引いても、本章冒頭で引用した『新たな平和への課題』で推奨されたベーシックインカム導入の目的である「生計を守り社会的保護を提供する」ことができず、したがって「強靱性と社会的結束を促進し、暴力の連鎖を断ち切る」こともできない水準と言わねばならない。実は、国連事務総長をはじめ国際機関や各国代表が雁首をそろえても、この程度の水準の財源しか調達できなかったところに、今日の人類社会と国連の危機が凝縮している。
　詳細な分析は省いて要点だけ指摘すれば、地球規模で多様なコミュティが相互に尊重しあうエコロジカルな共存を追求する市民階級の論理ではなく、投資収益の最大化を追求して競争を勝ち抜き、乱開発も辞さないエリート階級の論理に立つならば、比喩的な意味で、スーダンでの人間開発に向けた大規模直接投資はリスクが大きすぎる。30年間にわたる独裁政権を支えてきた周辺諸国政府の錯綜する利害関係からのスーダン内での対立する諸勢力への支援の帰結をにらみつつ、周辺諸国および必要経費としての国際機関への投資を通じて、いわば間接投資のポートフォリオを整理するのが最善ということになる。
　はたして、暫定政権内部の不安定要因がその後暴発し、スーダンは内戦となり大規模な虐殺と国内外への難民危発生、深刻な人道危機に陥った。
　このようなスーダンの平和構築の挫折の経験も含めて、国連では、意味のあるほどの金額でのベーシックインカムを導入する平和構築に向けた議論が進みつつあり、そのための資金調達問題は、いまやSDGs達成に向けた最大の課題となっている。そして、スーダン暫定政府への支援の失敗で明らかになったように、今日の国連は、超富裕層投資家エリート階級のもとにだけは右肩上がりでますます増大しつつある金融資産とそこからの利潤とを、平和構築を含むSDGs達成に向けて振り向けさせるだけの議論のうねりを創り出せていない。
それどころか、第二次トランプ政権のアメリカによる国連や国際機関からの資金引き上げ行動によって、国連財政そのものが危機に瀕している。SDGsが掲げる人権、環境、経済、平和、連帯のどれをとっても敵対する政策をとる第二次トランプ政権のアメリカにとって、もはや国連の存在意義はないかのごとくである。しかし逆に、人類社会の大多数の市民階級にとっても、SDGsが掲げる課題すら達成できない国連の存在意義はないと言わねばならない。
　とすれば、国連主導ベーシックインカムの実現を求めるBIENの活動は徒労に終わることになる。だが、市民社会との連携をことさらに追求してきた21世紀の国連は、とりわけ2030アジェンダによってSDGs推進体制を築いて以来、大きく変わろうとしてきたのではなかったか。
1970年代のアフリカ飢餓問題に際してオランダの画家が全人類向けの国連所得を提起したが、半世紀後の国連は、未曾有の人類社会の危機に直面してその実現に動いていけるのだろうか。[footnoteRef:18] [18:  ピーター・クーイストラの国連所得については、オランダのベーシックインカム・ネットワークのサイトに掲載されたBrons(2017)が詳しい。] 



5　人類史的危機において存在意義を問われる国連にとっての普遍主義の具体化

　21世紀の国連は、二つの開発目標に追われてきたと言っていい。すなわち、せめて飢餓と極貧、男女差別くらいは人類社会からなくそうとして、達成できなかった2000年～2015年のミレニアム開発目標(MDGs)。その後始末として、より野心的かつ総合的に、5つのP（ひと、ほし、ゆたかさ、やすらぎ、きづな；People, Planet, Prosperity, Peace, Partnership）すなわち地球規模の人権、環境、貧困克服、平和、連帯の分野にわたる具体的な達成課題を掲げた2030アジェンダが規定した、2015年～2030年の持続可能な開発目標(SDGs)である。[footnoteRef:19]とりわけSDGsは、その柱のひとつである連帯の課題に沿って国連が、ローカルからグローバルなレベルまでのあらゆる加盟国政府機関、企業、NGO、学校、学術団体などを動員する、SDGs推進体制を構築した。いわば国連じたいが、ある種のエコロジカル・ヒューマニズムを掲げる人類社会規模の社会運動組織に変貌しつつある。2015年の国連総会が満場一致で採択した2030アジェンダは次のように宣言している。[footnoteRef:20] [19:  詳細は、岡野内2021，2024参照。]  [20:  2030アジェンダのテキストや関連文書へのリンクを含む国連広報センターのサイトを参照されたい。ただし訳文は変更してある。（https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agenda/　2025年11月5日）なお、岡野内2021第8章のテクスト分析も参照されたい。] 


　　私たちは、人間を、貧しさと足らなくなることへの恐れに支配された状態から解き放ち、私たちの星である地球を癒やし、確かなものとすることを決めました。私たちは、世界の歩みを、とぎれることのないしっかりとした道に移すために、緊急に必要な、大胆にすべてを変えてしまう歩みをとることを決意しています。私たちはこの共同の旅路に乗り出すにあたり、誰一人取り残さないことを誓います。

　ここで明確に宣言された「誰一人取り残さない」普遍主義が、かつてマックス・ウェーバーが描いたプロテスタンティズムの倫理（誰を取り残すかは神が決めるので人は関知すべきでない）とマッチする資本主義の精神（取り残された者を搾取し使い捨ててひたすら資本を成長させる）と対立し、今日のグローバルな資本主義の成長にとって足手まといになることは明らかだろう。[footnoteRef:21]だからこそ、環境・社会的責任・企業統治を重視する企業活動を支援すると謳うESG投資を掲げてSDGs推進体制に加わっていた巨大投資ファンド、大手金融機関、巨大IT産業大手5社（GAFAM）のような多国籍企業集団、それらに投資し、グローバル資本主義の成長から最大の利益を受け取る超富裕層投資家集団が、徹底的な反SDGs・反国連政策を掲げる第二次トランプ政権支持に回ったのではあるまいか。 [21:  Weber（1920＝1989）詳細は別稿で検討したい。] 

筆者はかつて、SDGsはエコロジカル・ヒューマニズムに立って多国籍企業集団中枢の制御を狙うNGOが国連を通じて多国籍企業集団の牙城に送り込んだトロイの木馬だと評したことがある（岡野内2021第9章）。いまや、この奇襲攻撃は見破られ、木馬ごと、つまり国連もSDGsももろともに、城外に放逐されようとしている。自国中心的で排外的なナショナリズムを鼓吹する第二次トランプ政権は、資金面で国連とSDGsを干上がらせるだけでなく、根本理念である普遍主義的なエコロジカル・ヒューマニズムに基づく地球規模の人権、環境、貧困克服、平和、連帯の各分野にわたるSDGsに敵対する政策を次々に打ち出している。[footnoteRef:22] [22:  さしあたり岡野内2025を参照。] 

　とすれば国連は逆に、SDGsを掲げた2030アジェンダが人類社会全体に向かって「誰も取り残さない」と宣言した普遍主義を徹底的に貫くほかに、その存在意義を発揮することはできない。徹底的に貫くとは、口先だけでなく、実際に、存在するために必要な富への請求権を保障することでなければならない。それは地球上で、これまでの人類の遺産を用いて作られてきたものつくりのための用具（生産手段）と、地球そのものについて、人類全体の総有財産権（ひとりひとりには処分権はないが共同管理への参加権があり、その果実からの受益権があるような共同所有権）を設定することにほかならない（トマス・スペンスに関する第1章、アラスカ先住民族運動に関する章も参照）。そのことは、近代的な排他的な私有財産権を、歴史的不正義に基づくものとして、否定あるいは制限していくことになる。また将来世代へ遺贈し、残していくべきものとして、否定あるいは制限することになる。
　空間的な普遍主義とともに、時間的な普遍主義。過去と未来に向かって，誰も取り残さない、ケアを提供していくよろこびを生きること。国連で市民社会と呼ばれ、2030アジェンダとSDGs推進体制の発足を推進してきた人々やNGO、そして大国ではない国々の代表や国際機関の専門家集団が、超富裕層投資家エリート階級とは区別される、多様なコミュニティで構成される一般市民からなる市民階級としての自覚を持つこと。そして超富裕層投資家エリート階級に向けて、人類史的意義を持つ名誉ある階級離脱を勧めること。そんなところから、超富裕層投資家エリート階級の金融資産が人類遺産基金として人類全体の総有財産となる道が開けるのではないだろうか。国連がSDGsの普遍主義を貫く道を行き、市民階級のそのような動きとともに歩むとき、ベーシックインカム実現への新しい道が、開けてくるのではないだろうか。
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